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本書の特色

○法完全施行から 20年にわたる制度改正等の内容を反映して、大幅に加筆、修正しました。
○環境影響評価法施行令が令和元年 7月に改正され、「太陽光発電」が法律の対象事業に！
○自治体における「環境影響評価条例」の制定・改正にも役立ちます。
○逐条解説だけでなく、法の趣旨、改正経緯、関係法令・資料を網羅した決定版！
○自治体アセス担当部局及び事業部局、コンサルタント（環境、建設）、開発事業者、シンク
タンク、環境・建設関連団体及び大学等教育・研究機関に向けた必携の書！

はじめに（抄）
　我が国における環境影響評価制度は、昭和 59 年に閣議決定された環境影響評価実施要綱をはじめとする行政措置によって長
く運用されてきましたが、平成9年に環境影響評価法が成立し、平成11年に完全施行されました。環境影響評価法は、最初の法
制化の試みから約20年という長い年月を経て成立し、その後の点検・見直しを経て、約20年の運用を行っています。
　本解説書は、平成 11 年 5 月に刊行した初版をベースとしていますが、その後、法律の完全施行後 10 年の経過を受け、環境省
において法律の見直しに向けた点検作業を行い、平成 23 年に大規模な法改正が行われ、計画段階配慮書の手続、環境保全措置
等の結果の報告・公表手続等の仕組みが新たに加わっています。また、法律に基づく基本的事項の改正、法律の対象事業種の
追加等も累次行われています。この改訂版では、このような制度改正等の内容を反映して加筆、修正し、改訂をしています。
初版に引き続き、環境影響評価法の意義や詳細な内容についての関係各位の共通の理解の礎となれば幸いです。
　なお、本解説書は環境省の公式見解ではなく、当研究会の見解であり、その責は当研究会に帰するものですので、あらかじ
めご了解願います。
　令和元年 7 月

環境影響評価研究会 代表
熊倉 基之（環境省大臣官房環境影響評価課長）
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